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主要石化製品の2011年10月生産実績主要石化製品の2011年10月生産実績主要石化製品の2011年10月生産実績主要石化製品の2011年10月生産実績

石油化学工業協会がまとめた主要石油化学製品18品目の2011年10月生産実績は、ＭＭＡモノマー、ＥＯ、ＥＧ、ＡＮ、Ｓ

ＢＲ、ＢＲなどの７品目が前年同月比プラス。ＬＤＰＥ(低密度ポリエチレン)、ＰＰ、ＰＳ、ＳＭ、ＰＶＣ(塩ビ樹脂)、ＶＣＭ(塩ビ

●11月終盤迄の動き●11月終盤迄の動き●11月終盤迄の動き●11月終盤迄の動き・10月31日の本邦円売り米ドル買いの通貨介入直後の流れを受け@78.30円/$ﾚﾍﾞﾙで11月をｽﾀｰ

ﾄ。1日には介入警戒感が残る中、一時@79円/$丁度(期間中高値)迄米ﾄﾞﾙが買われるも、ｷﾞﾘｼｬ懸念に基づくﾘｽｸ回避

の動きが根強く、@78円/$台前半で序盤は推移する。月中盤はｿﾌﾞﾘﾝﾘｽｸの伊/西への拡大懸念のﾘｽｸ回避の流れに押

され18日には@76.58円/$(期間中安値)の円高水準迄米ﾄﾞﾙが売られた。その後は比較的良好な指標が続く対ﾕｰﾛでの

米ﾄﾞﾙ高のｸﾛｽ円の影響等から徐々に米ﾄﾞﾙ高に振れ、月終盤は@77円/$台後半での小動きとなり、月末現在は@77.60

円/$付近の値動きとなる。

●今後の展開●今後の展開●今後の展開●今後の展開・10月から続く欧州債務懸念は材料がかなり出尽くしと見るが、今後のｿﾌﾞﾘﾝﾘｽｸを判断する上で、格付

会社のｱﾅｳﾝｽも気になる所。(大統領選が視野に入り政治ﾘｽｸはあるものの)米経済指標は比較的順調な推移を見せ、

ﾕｰﾛの不甲斐無さを鑑みても、米ﾄﾞﾙは、やや買われ易い状況ではあるが、殊の外、対円での大きな値上がりは、本邦

押し上げ介入が無い限り、限定的と考える。また、12月はﾌｧﾝﾄﾞの再仕込みの思惑的な動きも想定され、瞬間的な乱高

下も散見されると見込む。12月の具体的ﾚﾝｼﾞは前半＠77.50～78.50円/$、後半＠77.75～＠79.50円/$を予想します。

●ﾀｲﾊﾞｰﾂ相場:●ﾀｲﾊﾞｰﾂ相場:●ﾀｲﾊﾞｰﾂ相場:●ﾀｲﾊﾞｰﾂ相場:@30.65THB/$近辺で11月をｽﾀｰﾄ。洪水被害は一時的との中銀総裁の発言等を受け@30.50THB/$近辺(期間中高値)

迄ﾊﾞｰﾂが買われるも、欧州懸念による世界的ﾘｽｸ回避姿勢に連れ、徐々にﾊﾞｰﾂが売られる展開に推移。特にｱｼﾞｱ通貨は欧州金融機

関からの投資資金の流入も大きかっただけに、ﾄﾞﾙ資金調達難に伴う投資抑制効果の影響は如実に顕れ、24日には@31.43THB/$(期

間中安値)迄下落した。月末現在は同日実施された0.25%の利下げ(市場予想通り)の効果もあり、@30.80THB/$台後半の推移となる。

12月は、洪水被害の織り込み過ぎた反動や欧州の資金調達難の解消効果等を鑑み、ﾊﾞｰﾂが買われ易い展開を予想も、ｿﾌﾞﾘﾝﾘｽｸの

話題によるﾘｽｸ回避の動きには要注意。レンジは＠30.00～31.25THB/$を予想する。

●ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ相場:●ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ相場:●ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ相場:●ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ相場:@8,850Rp/$水準で11月をｽﾀｰﾄ。一時的な介入警戒感により@8,830Rp/$(期間中高値)迄Rpが買われるも、基本

的にはﾊﾞｰﾂ同様、世界的ﾘｽｸ回避姿勢等から、徐々にRpも売られる展開。15日には@9,000Rp/$を突破し、更に仏国債格付引下げ懸

念が発生すると一層のﾘｽｸ回避が進み、またﾙﾋﾟｱ特有の月末の米ﾄﾞﾙ買い実需のﾀｲﾐﾝｸﾞと重なった事もあり、@9,240Rp/$(期間中安

値)迄Rpが売られる展開となる。月末現在は@9,100Rp/$近辺での推移となる。12月は、ﾊﾞｰﾂ同様ﾘｽｸ回避姿勢のやや後退に伴う、Rp

のやや巻き戻しを予想。但し、最近の相場は懸念材料に強く反応する傾向もあり、やや荒めの展開を予想。具体的レンジは＠8,600～

9,150Rp/$)を予想します。

原油市況は、油種によって動きが事なった。ブレント原油は8月以降、1バレル=110ドル前後を中心に推移したが、上値はや

や下がっている。WTI原油は、10月上旬にかけて一時75ドル前後まで下げたが、その後は100ドル台まで大幅に上昇してい

る。一方ドバイ原油は、対イラン制裁が原油取引に及ぶ可能性が意識され、11月は上昇気味に推移し、ブレント原油との価

格差がほぼゼロとなった。先物市場における投機筋のポジションをみると、10月上旬にかけて縮小したが、その後は拡大に
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単位：1JPY（EUR/JPY)為替公示TTSレート推移表
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原油：US$／1ｂｂｌ

原油(WTI）

原油

ＢＲ、ＢＲなどの７品目が前年同月比プラス。ＬＤＰＥ(低密度ポリエチレン)、ＰＰ、ＰＳ、ＳＭ、ＰＶＣ(塩ビ樹脂)、ＶＣＭ(塩ビ

モノマー)、ベンゼン、トルエンなどの10品目で前年同月比マイナスとなった。前月比では、ＬＤＰＥ、ＨＤＰＥ(高密度ポリエ

チレン)、ＰＰ、ＰＳ、ＳＭ、ＥＯ、ＥＧ、ＡＮ、ＢＲ、ベンゼン、トルエンなどの16品目がプラス、ＭＭＡモノマーのみがマイナス

となった。

エチレン生産量は55万7,200トンと前年同月比では13.2％減少。前月比では4.2％増加となった。

スマートフォン市場規模の推移・予測スマートフォン市場規模の推移・予測スマートフォン市場規模の推移・予測スマートフォン市場規模の推移・予測

2011年度の携帯電話出荷台数は前年比7.6％増の4,050万台となり、2007年度の5,076万台以来4年ぶりの4,000万台超えが見込まれ

る。2012年度は3,940万台と減少するが、2013年度：4,055万台、2014年度：4,145万台、2015年度：4,130万台となり、今後は4,000万台

タイ洪水の影響で売り加速タイ洪水の影響で売り加速タイ洪水の影響で売り加速タイ洪水の影響で売り加速

自動車のタイヤに使用する天然ゴムの高値調整色が鮮明となっている。欧州の財政不安を背景とした投資家のリスク回避に巻き

込まれた格好だが、追い打ちをかけたのがタイの大規模洪水である。日本の自動車関連メーカーが集積するタイの生産が減少し、

格差がほぼゼロとなった。先物市場における投機筋のポジションをみると、10月上旬にかけて縮小したが、その後は拡大に

転じ商業筋を含めた先物の全建玉残高は、5月10日におわる週にピークを付け、11月にかけて減少傾向が続いている。な

お、10月末にMFグローバルが破綻し、取引口座の清算が進められたことも建てる玉減少の一因になった可能性がある。当

面、イラン原油の供給減などが意識されるものの、リビアをはじめ各地での供給増が見込まれ、2012年に原油需給はやや

緩和すると見込まれる。来年半ばにかけて、WTI原油は90ドル前後、ブレント原油は100ドルを下回る程度まで下落すると予

測される。

北米針葉樹パルプ市場　 - 北米市場への10月パルプ出荷は弱いレベルにとどまりました。PPPC統計によると、9月比19%ダウン、前年同月比

10%のダウンになっています。10か月累計でのデリバリーは合計6%ダウンです。紙及び紙ボードの生産ダウンが見られています。契約価格よりも

スポット価格の方が下回る状況が続いています。直近で変化はないものの市況はUSD920/トンとなっています。

欧州針葉樹パルプ市場 - PPPC統計の結果が出て予想通り生産者在庫の上昇が見られました。軟木では1日分、硬木では二日分です。この下

落は欧州消費者在庫及び港湾在庫の下落により調整されています。一方で消費者在庫は7万トン下落し、19日分となりました。港湾在庫は10万

トン下落しましたが平均値を保っています。市況はUSD869.62/トンとなっています。

欧州広葉樹パルプ市場 – 9月比出荷は下落、昨年10月比3%多く、堅調です。累計出荷は2.8%程度上昇しました。その上昇の内容は東欧、日本

以外のアジア、アフリカ、及びオセアニアです。市況はUSD665.19 USDトン程度です。

中国広葉樹パルプ市場 – 中国バイヤーの購入意欲は戻りつつあり、11月中旬/下旬には大数量の購入に入るのではと思われます。中小のバ

イヤーの中には信用の問題も若干残っており、しかし大手バイヤーや商社のビジネスはすこぶる良いです。ローカル市場の分析によると、パル

プ購入バイヤーの中には輸入の高い木から自社の安い木に切り替える動きも出てきています。WRIによると硬木の価格は2011年に入って14%上

昇しています。市況はUSD572.76/トンで、RMB3650.14/トン程度となっています。.

旭化成ケミカルズは、ＰＴＴ(タイ石油公社)および丸紅との合弁によりタイのマプタプットで進めているＡＮ(アクリロニトリル)・ＭＭＡ(メチ

ルメタクリレート)プラントについて、2011年末までに本格稼働させる見込み。現在は「試運転の最終段階を行っている」(同社)状態とい

う。

　同プロジェクトは、３社合弁により2006年に設立した「ＰＴＴ旭ケミカル」(旭化成ケミカルズ48.5％／ＰＴＴ48.5％／丸紅３％出資)を通じ

て行っている。世界で初めて商業規模によるプロパン法を採用したＡＮ年産20万トン設備と、ＡＣＨ(アセトンシアンヒドリン)法によるＭＭ

Ａ７万5,000トン設備で構成され、2008年夏に着工した。その後、近隣住民による環境訴訟「マプタプット問題」により工事計画が延期さ

れるなど紆余曲折があり、完成が今年に持ち越された。
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天然ゴム相場
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規模での推移が続くと予測する。

2010年度に本格化したスマートフォン市場が2011年度以降には更に加速していくこと、2011年度下期に発売されることが想定される

LTE対応スマートフォンや、ディスプレイやプロセッサ（CPU）性能の向上など、ネットワークの高速化とハードの性能進化が買い替え需

要を喚起すると分析した。

■ 2011年度のスマートフォン出荷台数は1,986万台、2015年度には3,056万台と予測

　2010年度のスマートフォン出荷台数は前年比3.7倍の855 万台で総出荷台数に対するスマートフォン出荷台数比率は22.7％となっ

た。2011年度は前年比2.3倍の1,986万台で総出荷台数の49.0％を占めると予測する。2012年度は2,367万台で総出荷の60.1％となり、

単年度の出荷台数では初めてスマートフォンが過半数を超えると予測する。その後も2013年度：2,706万台（66.7％）、2014年度：2,896

万台（69.9％）、2015年度：3,056万台（74.0％）と拡大傾向が続くと予測する。

原材料需要が落ち込むとの連想が売りを加速させている。

タイのゴム相場も11月11日には107.50バーツまで下落しており、1ヶ月前の約20%、ﾋﾟｰｸ時の今年2月と比較すると40%以上のﾀﾞｳﾝと

なる。価格が110バーツを切るのは

2010年6月以来と約1年半ぶりである。

主産国のタイで洪水が発生した直後、生産減を見込んだ個人投資家らの買い付けで天然ゴム相場は一時上昇したが、タイの産地

は中部から南部が中心。洪水の影響が大きかったのは北部だった為、影響は殆ど出ておらず、自動車の生産が停滞したことによ

り、天然ゴムの需要にブレーキが掛かっているのが現状である。

ゴム価格の下落を受け、南部14県の天然ゴム生産者、商社、政府当局者代表は、生産量を25%抑制することで合意した。樹液採取

日をピーク時の月間20日から15日に減らす。出荷量を落とすことで値下がりを食い止める、価格安定に繋げるのが彼らの狙いであ

る。

ユニ・チャーム　パルプを使わない新吸収体を使った大人用紙おむつを開発ユニ・チャーム　パルプを使わない新吸収体を使った大人用紙おむつを開発ユニ・チャーム　パルプを使わない新吸収体を使った大人用紙おむつを開発ユニ・チャーム　パルプを使わない新吸収体を使った大人用紙おむつを開発 プラズマ、風前の灯　国内メーカー生産大幅縮小、ＴＶ「家電の王様」終幕プラズマ、風前の灯　国内メーカー生産大幅縮小、ＴＶ「家電の王様」終幕プラズマ、風前の灯　国内メーカー生産大幅縮小、ＴＶ「家電の王様」終幕プラズマ、風前の灯　国内メーカー生産大幅縮小、ＴＶ「家電の王様」終幕
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　欧州債務問題の深刻化による投資家のリスク許容度の低下に伴い、世界的に「足の速い」資金の動きが大きく変化している。「高リス

ク」と見做されるアジア新興国からも投資資金が一時的に流出しており、結果として８月以降各国の株式や為替市場は大きく調整した。

足下では自立反発の動きもみられるが、欧州経済を取り巻く状況は依然として厳しく、このような動きが今後もアジア新興国の金融市

場におけるリスク要因となることが予想される。

　欧米先進国の景気減速は、輸出依存度の高い国が多いアジア新興国にとって輸出の下押し要因になることから、実体経済に悪影響

を与える懸念がある。このところのアジア新興国においては、雇用・所得環境の改善が内需を押し上げて景気を下支えする状況が続い

ているが、海外資金の流入により発生してきた過剰流動性も内需の押し上げに寄与してきた。今後、国際金融市場の混乱により海外

資金の流入が細るとすれば、アジア新興国にとっては輸出減速のみならず、内需の下支え効果も弱まることとなり、景気の減速感が高

まることが懸念される。昨年後半以降のアジア新興国においては物価上昇圧力が高まり、各国は利上げなど金融引き締めの強化を通

じてインフレの抑制に努めてきた。海外資金の流入による過剰流動性は物価上昇要因となってきたため、マネーフローの変化は物価

上昇圧力の緩和に繋がると期待される一方、海外資金の流出による自国通貨安は輸入物価の上昇要因となる可能性もある。また、今

後はアジア新興国においてもインフレ率の低下が見込まれることから、各国は利下げによって景気刺激を図る余地が高まるであろう

が、これは資金流出リスクを高める可能性もあるなど、政策対応はこれまで以上に難しくなっている。

　このように世界的な資金の流れの変化は、アジア新興国経済にも直接・間接的に悪影響を及ぼすと予想される。しかし、今後は悩み

の種であったインフレ圧力が後退し、各国は年明け以降に景気刺激策を打ち出し易くなるため、内需主導型経済の国々では引き続き

底堅い景気拡大を維持することができよう。一方、輸出依存度の高い国々では、欧米先進国経済の減速によって輸出減速を余儀なく

される中、もっぱら内需の下支えによって経済成長を図ることは難しく、景気の減速基調は強まろう。このように一概に「アジア新興国」

「すぐに決めてくれるなら物件のｵｰﾅｰに掛け合ってみる。多分1～2割は下げられるよ」上海市内の住宅街、古北地区にある不動産仲介会社。

若いカップルを相手にパソコン画面のマンション物件を見ながら20代の若い営業マンがにこやかに説明した。上海の住宅物件は投資目的が多

い。特に隣接する浙江省の中小企業オーナーが多く保有している。少し前までは強気一辺倒だった仲介業者が来店客にいきなり値引き提案す

るのは金融引き締めでオーナーたちの本業の資金繰りが苦しくなり、手持ちの物件の現金化を急いでいるからだ。不動産は株式と並ぶ中国の

投資マネーの主要な受け皿だ。取得制限など一連の取引規制が効き始め、国家統計局が18日公表した全国70都市の10月の新築物件価格は

前の月に比べ34都市で下落した。中古物件では38都市と半数を超えた。いずれも9月の17と25から急増。その流れは上海から北西へ1,000kmほ

ど離れた内陸部にも及んでいる。「マンション価格は半分だ」砂漠や平原に囲まれた内モンゴル自治区中西部のオルドス。乱立するマンション群

を指差しながら、地元の不動産販売会社幹部はため息をついた。その多くは夜になっても窓の明かりがつかず「鬼城(ゴーストタウン)」と呼ばれ

る。オルドスは中国有数の石炭産地。石炭景気に沸いたこの街も、金融引き締めと成長減速で不動産取引が一気に縮小。値引きしても売れず、

不動産開発会社の資金繰りが急速に悪化した。株式からの逃避も顕著で上海総合指数も4月の高値から2割強下げた。国内で行き場を失ったマ

ネーは資本規制をかいくぐり外に染み出していく。その多くが流れ込む香港では不動産大手の長江実業が新たな取組みを打ち出した。12月1日

から11日間、香港・新界地区の高級マンション「盛世」を香港と広東省深圳で同時に販売。香港で中国本土からの来訪者を待つだけでなく、本土

に乗りこんで自ら投資を呼び込む。長江実業地産投資の郭子威取締役は「中国本土客と香港客を区別しないのは我々の方向だ」と言う。本土客

も安心して買える仕組みを整え、計1536戸のうち、15%を本土客が購入すると読む。香港の不動産大手、恒隆地産の陳啓宗会長は「合法、非合

法にかかわらず、香港の高級住宅物件には中国の資金が入ってくる」と話す。マネーは海も渡る。四川省成都に住む40代経営者は成都市内を

中心に保有する物件をすべて売り払い、オーストラリア・シドニー近郊に高級マンションを購入、中国と海外で資産を入れ替えた。来春には投資

移民として移住する予定だが、「割高なものを売って割安なものを買うのは投資の定石。今は中国の不動産を売って海外物件を買う絶好の機

会」と話す。全米不動産協会によると、中国人による10年4月～11年3月の米国での住宅購入額は70億ドルを超える。国別ではメキシコを抜き、
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　ユニ・チャームは施設や病院など業務用に新しい新吸収体を使った大人用紙おむつを開発し、このほど販売を開始し

た。

「ライフリー　リハビリライトパンツ」と名付けられた新しい大人用おむつの最大の特徴は、業界で初めて開発された、パ

ルプを使わず不織布と高吸水性樹脂（ＳＡＰ）だけで構成される極薄の吸収体が使われている。SAPと不織布だけで構

成された新しい吸収体の厚さはわずか１ｍｍ。高齢者がより自立した生活を送れる介護サービスの強化が求められる

点に着目し、動きやすく足の動きが妨げられないような、そして付けた時の違和感が感じられないような、使う人目線の

工夫した作りとなった。サイズはＳからＬＬまで４種類を展開する。値段は一枚あたり６０円と既存のものより割高になる

が、市場は機能性が優れたものを求めている傾向がある為、潜在ニーズは高いと思われる。

施設・病院といった業務用のおむつ市場は年間約３％の伸びが続いていて、ユニチャームのシェアは２割とみられる。近

年はユニチャームがニーズに合わせた新製品の積極的な市場投入が受け入れられ、競合しているリブドゥ社との首位

争いから一歩抜け出そうとしている。スーパーやドラッグストアなどの一般販路では大人用おむつで半分以上のシェアを

持つユニチャームが、業務用のおむつの市場にもテコ入れする事で、ますます存在感を出そうとしている。

プラズマテレビが岐路に立たされている。プラズマテレビ世界トップのパナソニックが生産体制の大幅縮小を表明したことで、同社からパネル提供を受ける日立製作

所やライバルの韓国勢への影響も避けられない。

　◆革新進む液晶に完敗

プラズマテレビは、液晶テレビのようにバックライトを使わない「自発光方式」で、暗い環境での黒の表現力が優れているのが特徴だ。国内では、１９９６年に富士通か

らパネル供給を受けた富士通ゼネラルが世界で初めて４２型の家庭用プラズマテレビを発売し、ＮＥＣ、パイオニアなども製品化した。当時は４２型以上の大型に特化

しており、小型を展開する液晶との差別化が期待された。２０００年代に入り、プラズマの開発競争はさらに激化する。パナソニック、東芝、日立製作所などが相次いで

参入し、０２年のサッカーＷ杯日韓大会で大型テレビの需要が高まったことも追い風となった。だが、０１年にコストパフォーマンスに優れた液晶テレビがシャープから

発売され、徐々にプラズマに逆風が吹き始める。投資負担の重さなどもあって０５年にソニーが同事業から撤退。採算割れが続くＮＥＣ、富士通グループ、東芝なども

次々に手を引いた。０９年にはパイオニアも撤退し、国内でプラズマパネルを生産するのはパナソニックだけになった。一方で、同じく自社でパネルを生産する韓国の

サムスン電子やＬＧ電子を巻き込んだ薄型テレビの価格競争が激化し、プラズマテレビも価格下落が加速した。さらに液晶テレビの大型化が進み、薄型化や省エネ化

などプラズマテレビにない新たな付加価値も提供できるようになってきた。

　◆５０型以上で採算重視

プラズマテレビが四面楚歌（そか）に陥る中、ついにトップのパナソニックも大幅な事業縮小を決断した。プラズマパネル生産を尼崎第４工場に集約し、新鋭工場だっ

た第５工場で生産を休止、第３工場の設備を中国・上海に移設する計画も中止する。４２インチ換算で合計年間１３８０万台だったパネル生産能力を７２０万台に半減

させ、「液晶、プラズマにこだわらないインチ戦略」（大坪文雄社長）にかじを切った。１２年度には電子看板や医療用などの業務用途を１割以上に引き上げるほか、５

０型以上の比率を現在の４割から６割にまで引き上げ、採算を重視する。

　■「テレビ＝家電の王様」終幕

日立製作所は「プラズマテレビの生産をかなり絞っているので（パナソニックの）減産の影響はない」とするが、同社自体が国内でのテレビ生産終了を検討しており「テ

レビが『家電の王様』だった時代は終わった」というのが社内の共通認識だ。プラズマテレビ世界２位のサムスン電子、３位のＬＧ電子も厳しい状況は変わらない。「サ

ムスンもＬＧも、パナソニックがやっているから続けているだけで、パナソニックが縮小したら両社とも縮小か撤退を検討するだろう」もっとも、事業が危機的状況にある

のは液晶テレビも同様だ。ソニーのテレビ事業は来期まで９年連続赤字が確実で、パナソニックもプラズマを大幅縮小した後の液晶の「Ｖ字回復」の青写真が描けて

いない。「適正価格で売られ、付加価値を訴求できる時代が終われば、地力のないところは撤退せざるを得ない」。プラズマ技術者の言葉は図らずも、プラズマテレビ

のみならずテレビ事業全体の行く末を示唆している。

●本誌の記事･内容に関しまして、誤り等存在する場合もありますので、あくまでご参考の資料としてご利用頂きますと大変有難く存じます。

●本誌のデータは各種公表数字を基に作成しております。

される中、もっぱら内需の下支えによって経済成長を図ることは難しく、景気の減速基調は強まろう。このように一概に「アジア新興国」

と言っても、今後の景気については経済構造の違いなどを背景に跛行色が生じると予想される。（第一生命経済研究所資料より抜粋）

会」と話す。全米不動産協会によると、中国人による10年4月～11年3月の米国での住宅購入額は70億ドルを超える。国別ではメキシコを抜き、

カナダに次ぐ2位に浮上した。中国からのマネーの流出が続けば中国国内の景気が冷えかねない。金融引き締め策の転嫁を求める声が静かに

広がりつつある。


